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トランスフォーマティブ・イノベーションの実現に向けた

技術インテリジェンス機能の在り方に関する一考察

○一色俊之，大宮俊孝，吉野順也，山田英永，植木健司

（ イノベーション戦略センター ）

 背背景景・・目目的的

近年、持続可能な開発目標（SDGs）の達成やカ

ーボンニュートラルの実現等、グローバルな社会

的課題の解決に向けた社会変革型のイノベーシ

ョン（トランスフォーマティブ・イノベーション）

の必要性が高まっており、各国において、新たな

政策アプローチに基づく試行・実施が進められて

いる。[1, 2] 
トランスフォーマティブ・イノベーションの実

現には、研究開発が重要な役割を果たすことが期

待されている一方で、その実現には、研究開発の

主体だけでなく、その成果を社会実装する担い手

となる企業、制度・ルールを整備する国・自治体・

業界団体、技術のユーザーとなる利用者等、対象

となる社会経済システムに関わる多様なステー

クホルダーとの連携が必要とされており、イノベ

ーション・エコシステム全体を対象としたアプロ

ーチが求められるようになってきている[1, 2]。 
国内でのトランスフォーマティブ・イノベーシ

ョンに関する取組事例としては、2023 年度より

開始された内閣府「戦略的イノベーション創造プ

ログラム（SIP）第 3 期」があげられる。本プロ

グラムでは、Society5.0 の実現に向けた 14 の研

究課題が設定されており、各課題の企画立案段階

では、技術開発に加え、事業、制度、社会的受容

性、人材の 5 つの視点から「社会実装に向けた戦

略」を策定するとともに、各視点の成熟度レベル

を可視化する指標として XRL（X Readiness 
Level）を整備し、多様なステークホルダー間での

コミュニケ―ション促進や社会実装を見据えた

計画の見直し等に活用する仕組みが導入されて

いる[3]。 
また、昨年度の植木らの報告の通り、著者らが

所属する国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構（以下、「NEDO」という。）にお

いても、イノベーション政策立案や研究開発プロ

ジェクト組成に対する技術インテリジェンス機

能を担う「イノベーション戦略センター（以下、

「TSC」という。）」を中心に、トランスフォーマ

ティブ・イノベーションの実現に向けた新たな仕

組みづくりが進められている[4, 5]。 
昨年度の報告では、今後の TSC における仕組

みづくりとその課題と題して、これまでの TSC で

の取組（将来像・技術戦略策定とイノベーション

政策への反映等）を振り返るとともに、国内外の

先進事例として EU Horizon Europe 及び内閣府 
SIP 等の取組について概観することで、 

 
✓ 社会課題に対して技術開発とそれ以外を含

む解決手段を総合的に示し、プロジェクトと

それ以外の取組を具体的に示すこと 
✓ NEDO として取り組むプロジェクトと多様

なステークホルダーの取組との連携体制を

構築すること 
✓ プロジェクト以外も含む社会実装に向けた

道筋を示すこと 
✓ 経済社会情勢の変化や技術・市場の動向を踏

まえながら機動的に加速・見直しを行うこと 
✓ プロジェクト終了後に社会実装に向けた継

続的な取組を推進すること 
 
の 5 つの課題を取り上げ、更なる検討の必要性に

ついて報告を行った[4]。 
そこで本講演では、昨年度の報告以降に実施し

た海外先進事例に関する調査研究の結果と考察

について報告するとともに、TSC における新たな

取組についての報告も行う。 
 

 研研究究方方法法

本節では、海外先進事例に関する調査研究の方

法について述べる。なお、それぞれの詳細につい

ては参考文献[6]を参照頂きたい。 
 
 対対象象機機関関のの選選定定方方法法

本研究では、TSC の技術インテリジェンス

機能強化を主目的とするため、図１に示す(a)
から(c)の 3 段階の選定プロセスを設け、それ

ぞれ図中に示されている公開情報に基づき、

国・地域、プログラム・機関、部門の順に絞込

みを行った。選定の結果、TSC と類似の海外政
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府系機関・部門として、表 1 に示す 8 機関・部

門を選定した。 
 

 
図図１１ 対対象象機機関関・・部部門門のの選選定定ププロロセセスス  

 
表表１１ 対対象象機機関関・・部部門門一一覧覧  

 
 

 調調査査項項目目とと調調査査手手法法

調査手法としては、まず公開情報（対象機

関・所管省庁の Web ページ、学術機関や研究

者による報告書等）に基づくデスクトップ調

査を実施した上で、深堀調査が必要と判断し

た項目については対象機関・部門に意見交換

を打診し、調査期間内に了解が得られた 5 機

関・部門（表 1 参照）について、2 時間程度の

オンライン意見交換を実施した。 
なお、設定した主な調査項目は下記の通り。 

 
✓ 基本情報（設立目的・背景、活動予算・

主要顧客、出資元・独自財源有無等） 
✓ イノベーション・エコシステム上での位

置づけと役割（所管省庁との関係性、保

有する権限・裁量、事業分野等） 

✓ 戦略研究テーマの策定機能（テーマ策定

のプロセス、テーマ策定における課題等） 
✓ 政策提言機能（政策提言プロセス、政策

提言の内容と課題等） 
✓ 情報収集・分析機能（主たる情報収集手

段、体系化・組織知化の取組等） 
✓ 人材獲得・育成（研究員のバックグラウ

ンド、人材獲得・育成の取組等） 
 

 結結果果及及びび考考察察

 所所管管省省庁庁ととのの関関係係性性（（AArrmm’’ss  LLeennggtthh））にに関関すす

るる試試行行とと考考察察

本節では、対象機関・部門の政策的な位置づけ

を可視化する取組として、「所管省庁との関係性

（Arm’s Length）」に着目したマッピングを試行

し、考察を行う。Arm’s Length については、銀行

間の取引[7]や文化政策に関する研究[8]等におい

て異なる定義で用いられているが、本研究では、

「技術インテリジェンスを担う部門と政策意思

決定者との距離」の意味で用いる。

本研究では、「所管省庁との関係性（Arm’s 
Length）」として、図２に示す通り、「組織形態の

独立性」と「テーマ設定の独立性」を設定する。 
「組織形態の独立性」については、内閣府行政

管理局による独立行政法人制度に関する調査研

究[9]で報告されている、英国での中央省庁と公的

組織（Public Bodies）との関係性（Arm’s Length）
に関する考え方を準用した。具体的には、「組織形

態（省庁 or 独立法人）」と「財源の独立性（政府

出資のみ or 独自財源有り）」に基づきマッピン

グを行った。 
「テーマ設定の独立性」については、調査項目

「戦略研究テーマの策定機能」に関して各機関・

部門との意見交換により得られた情報に基づき、

「省庁設定型（テーマ設定は所管省庁が実施）」、

「合議型（テーマ設定は事前に所管省庁との合議

を経て決定）」、「自律設定型（テーマ設定に裁量が

あり所管省庁から干渉を受けずに実施）」の 3 つ

の区分でのマッピングを行った。本指標は所管省

庁から与えられた権限・裁量の程度を示すものと

捉えることもできる。 
図２に試行的マッピング結果を示す。本研究で

は、図２左下の●を原点とし、そこから各機関・

部門までの距離を「Arm’s Length」と定義した。

また、TSC における「テーマ設定の独立性」につ

いては、2023 年 6 月までは省庁設定型と合議型

の混合型としてマッピングを行った。 
図２より、組織形態の独立性については様々で

あったが、テーマ設定の独立性については 4 つの

機関・部門において自律設定型に位置づけられ、

その結果、これら機関・部門は TSC よりも長い
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Arm’s Length となっていることが確認された。 
 

 
図図２２ AArrmm’’ss  LLeennggtthh にに関関すするる試試行行的的ママッッピピンンググ  
 
次に、Arm’s Length の長短とその特徴につい

て考察を行う。表２に、政策提言機能に関して、

Arm’s Length の長短によるメリット・デメリッ

トを纏めた結果を示す。 
 
表表２２ AArrmm’’ss  LLeennggtthh のの長長短短ととそそのの特特徴徴  

 
 
表２より、Arm’s Length が短い場合、省庁の顕

在化したニーズ・情報を踏まえた一体的な活動が

可能となる等により政策へのフィードバックが

容易となる一方で、近視眼的な視点や個別分野の

視点に立った活動になりがちになる等が想定さ

れる。逆に、Arm’s Length が長い場合、既存の政

策に縛られず中長期的な視点、分野横断的な視点

での議論が可能でトランスフォーマティブな提

言が期待できる一方で、省庁内のニーズ・情報と

の乖離が生じたり、ステークホルダーの巻き込み

等にコストを要し、政策への機動的かつ迅速なフ

ィードバックが難しくなったりすることが想定

される。実際に、図２において Arm’s Length が

相対的に長いとされた 4 機関・部門においては、

自律的かつ独立した立場で所管省庁への提言が

可能ではあるものの、ステークホルダーの巻き込

みにコストを要する点や、具体的な政策に繋げて

いくためには、政策意思決定者とのコミュニケー

ション上の工夫が必要である点について述べら

れていた（後述表３「政策提言」参照）。 
 
以上を踏まえ、トランスフォーマティブ・イノ

ベーションの実現に向け、より効果的な Arm’s 
Lengthの構築に向けたTSC の今後の方向性につ

いて報告する。 
Arm’s Length の長短は各機関・部門の政策的

位置づけや求められる役割により変化するため、

各機関・部門はその変化に対応して持つべき機能

や成果物等を見直す必要が生じてくる。TSC にお

いては、2024 年 7 月の経済産業省及び NEDO の

組織再編により、「（既存の政策に捉われず）我が

国として新たに取り組むべき領域（フロンティア

領域）の提案」を強化していくことが期待されて

おり、より中長期的かつ分野横断的な視点に立ち、

より多くのステークホルダーを巻き込む活動を

強化していくことが求められている [5]。 
そのため、現在 TSC では、図２中に矢印で示す

通り、Arm’s Length をより長くとりつつも、政策

への関与をより強めるため、図３に示すような新

たな仕組み作りを行っている。具体的には、①将

来像の実現に向けて、各分野の国内外の技術、市

場、政策の動向を俯瞰した上で、フロンティア領

域を特定し省庁に提案する「Innovation Outlook」
の新設、②省庁と調整の上、各領域においてプロ

グラムディレクター（PD）を設置し、多様なステ

ークホルダーから幅広いアイデアを集め、研究開

発テーマを具体化していくプロセスの導入、③プ

ロジェクト化に向けてイノベーション戦略を省

庁や民間に提案する仕組みの導入等を想定して

いる。 
 

 
 
図図３３ イイノノベベーーシショョンン政政策策へへ実実装装さされれるる仕仕組組みみ

（（イイメメーージジ））[[55]]  
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 技技術術イインンテテリリジジェェンンスス機機能能にに関関すするる調調査査結結果果

とと考考察察

本節では、調査研究で得られた技術インテリジ

ェンス機能に関する結果を報告し、考察を行う。

表３に、意見交換を実施した 5 機関・部門にお

ける情報収集、分析手法、人材獲得・育成、政策

提言の各機能の主な特徴を示す。なお、政策提言

については、上述の３(1)で述べた通りである。 
まず、情報収集、分析手法については、各機関

ともに既存の手段や手法を顧客ニーズに応じて

適宜組み合わせて取り纏めている点や、ステーク

ホルダーの巻き込みや対話の手段として特にワ

ークショップを重要視している点が特徴であっ

た。次に、人材獲得・育成については、いずれの

機関も中長期的な対応やワークショップの設計

などのスキルが必要となることから苦労してい

る点が述べられていたが、他方で限られたリソー

スでの活動においては外部ネットワークを活用

した取組の重要性（専門スタッフの設置、ワーク

ショップの活用、日々のコミュニケーション上の

工夫等）について述べられていた。 
 
表表３３ 対対象象機機関関・・部部門門ににおおけけるる技技術術イインンテテリリジジェェ

ンンスス機機能能のの主主なな特特徴徴  

 
 
最後に、上記で言及した多様なステークホルダ

ーの巻き込みに向けた TSC での取組について報

告を行う。 
３(1)で述べた TSC への新たな期待への対応と

して、TSC では、2024 年 7 月に「統合戦略ユニ

ット」を新設した。当該ユニットは、図 4 に示す

ように、我が国として新たに取り組むべきフロン

ティア領域の探索と推進に向けて、幅広くアイデ

アを集めるとともに、国内外の産学官の関係機関

とのネットワークをこれまで以上に幅広に構築

する等、「技術インテリジェンスのハブ」機能を担

うことを目指している。本格的な活動はこれから

となるため、本調査研究で得られた他機関での事

例も踏まえつつ、取組を進めていく予定である。 
 

図図４４ ににおおけけるる技技術術イインンテテリリジジェェンンスス機機能能

高高度度化化にに向向けけたた体体制制整整備備（（統統合合戦戦略略ＵＵのの設設立立））[[55]]
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